
第  １１  号議案  

 

         平 成 ２ ２ 年 度  久 留 米 市 一 般 会 計 暫 定 予 算  
 

 

 平成２２年度久留米市の一般会計の暫定予算は、次に定めるところによる。  

（ 歳 入 歳 出 予 算 ）  

第１条  歳入歳出暫定予算の総額は、歳入歳出それぞれ  ４６，３２０，０００千円と定める。  

２  歳入歳出暫定予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出暫定予算」による。  

（ 繰 越 明 許 費 ） 

第 ２ 条  地 方 自 治 法 第 ２ １ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 翌 年 度 に 繰 り 越 し て 使 用 す る こ と が で き る 経 費 は 、 「 第 ２ 表  繰 越 明 許

費」による。  

（ 債 務 負 担 行 為 ）  

第３条  地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第３表  債

務負担行為」による。  

（ 地 方 債 ）  

第 ４ 条  地 方 自 治 法 第 ２ ３ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 起 こ す こ と が で き る 地 方 債 の 起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及

び償還の方法は、「第４表  地方債」による。  

（ 一 時 借 入 金 ）  

第 ５ 条  地 方 自 治 法 第 ２ ３ ５ 条 の ３ 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 一 時 借 入 金 の 借 入 れ の 最 高 額 は 、  ７ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 千 円 と 定 め

る。  



（歳出予算の流用）  

第 ６ 条  地 方 自 治 法 第 ２ ２ ０ 条 第 ２ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 歳 出 予 算 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、

次のとおりと定める。  

（１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合に

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。  

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年３月３日提出  

 

 

 

 

 

福岡県久留米市長      原    利   則  



歳　入

第１表　歳 入 歳 出 暫 定 予 算
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款 項 金        額

千円

   1 市税 　　１０，７３４，００５

  1 市民税 　　　３，７０７，０００

  2 固定資産税 　　　５，３１８，０００

  3 軽自動車税 　　　　　４３６，０００

  4 市たばこ税 　　　　　４５０，００１

  5 特別土地保有税 　　　　　　　　　　　１

  6 入湯税 　　　　　　　１，００１

  7 事業所税 　　　　　　　　　　　２

  8 都市計画税 　　　　　８２２，０００

   2 地方譲与税 　　　　　３００，０００

  1 地方揮発油譲与税 　　　　　　８０，０００

  2 自動車重量譲与税 　　　　　２２０，０００

   3 利子割交付金 　　　　　　　　　　　１

  1 利子割交付金 　　　　　　　　　　　１

   4 配当割交付金 　　　　　　　　　　　１

  1 配当割交付金 　　　　　　　　　　　１
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款 項 金        額

千円

   5 株式等譲渡所得割交付金 　　　　　　　　　　　１

  1 株式等譲渡所得割交付金 　　　　　　　　　　　１

   6 地方消費税交付金 　　　　　７１７，０００

  1 地方消費税交付金 　　　　　７１７，０００

   7 ゴルフ場利用税交付金 　　　　　　　　　　　１

  1 ゴルフ場利用税交付金 　　　　　　　　　　　１

   8 自動車取得税交付金 　　　　　　　　　　　１

  1 自動車取得税交付金 　　　　　　　　　　　１

   9 国有提供施設等所在市町村助成交付金 　　　　　　　　　　　１

  1 国有提供施設等所在市町村助成交付金 　　　　　　　　　　　１

  10 地方特例交付金 　　　　　２６２，０００

  1 地方特例交付金 　　　　　２６２，０００

  11 地方交付税 　　１２，０２２，０００

  1 地方交付税 　　１２，０２２，０００

  12 交通安全対策特別交付金 　　　　　　　　　　　１

  1 交通安全対策特別交付金 　　　　　　　　　　　１
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  13 分担金及び負担金 　　　　　３５５，０５６

  1 分担金 　　　　　　　　　　　１

  2 負担金 　　　　　３５５，０５５

  14 使用料及び手数料 　　　　　４９９，８３２

  1 使用料 　　　　　２４２，５７３

  2 手数料 　　　　　２５７，２５９

  15 国庫支出金 　　　６，６５１，４０９

  1 国庫負担金 　　　５，０８９，６１０

  2 国庫補助金 　　　１，５２２，８３７

  3 委託金 　　　　　　３８，９６２

  16 県支出金 　　　３，０２８，１０８

  1 県負担金 　　　１，８８６，５７０

  2 県補助金 　　　　　９３５，３６８

  3 委託金 　　　　　２０６，１７０

  17 財産収入 　　　　　　７３，８６６

  1 財産運用収入 　　　　　　６８，８６４

  2 財産売払収入 　　　　　　　５，００２

  18 寄附金 　　　　　　　３，６６１
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款 項 金        額

千円

  1 寄附金 　　　　　　　３，６６１

  19 繰入金 　　　　　　８３，５７５

  1 基金繰入金 　　　　　　８３，５７５

  20 繰越金 　　　　　６００，０００

  1 繰越金 　　　　　６００，０００

  21 諸収入 　　　９，３２１，７８１

  1 延滞金・加算金及び過料 　　　　　　１０，０００

  2 市預金利子 　　　　　　　　　４００

  3 貸付金元利収入 　　　９，０４９，９０８

  4 受託事業収入 　　　　　　　３，９２９

  5 収益事業収入 　　　　　１００，０００

  6 雑入 　　　　　１５７，５４４

  22 市債 　　　１，６６７，７００

  1 市債 　　　１，６６７，７００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 　　４６，３２０，０００



歳　出
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款 項 金        額

千円

   1 議会費 　　　　　　２３１，８２５

   1 議会費 　　　　　　２３１，８２５

   2 総務費 　　　　２，９２２，０４５

  1 総務管理費 　　　２，１８７，６０８

   2 徴税費 　　　　　　４０２，７３２

   3 戸籍住民基本台帳費 　　　　　　１７６，８１４

   4 選挙費 　　　　　　１００，９３６

   5 統計調査費 　　　　　　　２３，７１８

  6 監査委員費 　　　　　　３０，２３７

   3 民生費 　　　１９，１９３，１５２

   1 社会福祉費 　　　１０，３９９，４３７

   2 児童福祉費 　　　　５，３７９，４９０

   3 生活保護費 　　　　３，４１４，２２５

   4 衛生費 　　　２，６６５，０８４

   1 保健衛生費 　　　　　　８８３，１６８

   2 清掃費 　　　　１，６０１，２６３
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款 項 金        額

千円

   3 環境対策費 　　　　　　１７２，０３７

   4 上水道費 　　　　　　　　８，６１６

   5 労働費 　　　　　　１４３，４１４

  1 労働諸費 　　　　　１４３，４１４

   6 農林水産業費 　　　　１，０３７，５５９

   1 農業費 　　　　１，０１４，１１７

   2 林業費 　　　　　　　２２，８２０

   3 水産業費 　　　　　　　　　　６２２

   7 商工費 　　　９，５７９，１７９

   1 商工費 　　　　９，５７９，１７９

   8 土木費 　　　　５，２２６，２０５

   1 土木管理費 　　　　　　２１９，３０７

   2 道路橋りょう費 　　　　　　９７６，２７４

  3 河川費 　　　　　２５９，２６６

   4 都市計画費 　　　　２，３５９，２１９

   5 住宅費 　　　　　　３３１，１３９
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  6 下水道費 　　　１，０８１，０００

   9 消防費 　　　１，１１５，３２３

   1 消防費 　　　　１，１１５，３２３

  10 教育費 　　　　３，６３７，５１７

   1 教育総務費 　　　　　　４７２，５１９

  2 小学校費 　　　１，３４５，３４３

  3 中学校費 　　　　　３９０，２５５

   4 養護学校費 　　　　　　　４３，０６０

   5 高等学校費 　　　　　　５６４，４４８

   6 社会教育費 　　　　　　６８６，６０１

  7 保健体育費 　　　　　１３５，２９１

  11 災害復旧費 　　　　　　　　　　　２

   1 農林水産業施設災害復旧費 　　　　　　　　　　　　１

   2 公共土木施設災害復旧費 　　　　　　　　　　　　１

  12 公債費 　　　　　　　４４，４２５

  1 公債費 　　　　　　４４，４２５

  13 諸支出金 　　　　　　２４，２７０

   1 普通財産取得費 　　　　　　　２１，７６４
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款 項 金        額

千円

   2 土地開発基金費 　　　　　　　　２，５０６

  14 予備費 　　　　　　５００，０００

   1 予備費 　　　　　　５００，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 　　４６，３２０，０００



第 ２ 表  繰 越 明 許 費 
 

款 項 事 業 名 
 

金   額 
 

４ 衛 生 費  ２ 清 掃 費 指 定 袋 事 業 に か か る 事 務 費 

千円 

 

20,000 

 

 

 



第 ３ 表  債 務 負 担 行 為 

 

事          項 期          間 限     度     額 

財団法人久留米市開発公社に対する損失補償 平 成 ２ ２ 年 度 以 降 
千円 

４，５３０，０００ 

 

久 留 米 市 土 地 開 発 公 社 に 対 す る 債 務 保 証 平 成 ２ ２ 年 度 以 降 
 

５，８７０，０００ 

 

久 留 米 市 土 地 開 発 公 社 が 先 行 取 得 す る 
公 共 用 地 取 得 事 業 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ２ ６ 年 度 ま で ５ ３ ３ ， ０ ０ ０ 千 円 並 び に 事 務 費 

及 び 利 子 相 当 額 の 合 計 額 

情 報 処 理 シ ス テ ム 全 体 最 適 化 業 務 委 託 料 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ３ １ 年 度 ま で ３，６３０，０００ 

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補 給 金 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ４ ２ 年 度 ま で 
 

新 規 貸 付 に 係 る 利 子 補 給 額 

 



事          項 期          間 限     度     額 

農 業 経 営 体 育 成 資 金 利 子 補 給 金 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ４ ７ 年 度 ま で 
千円 

新 規 貸 付 に 係 る 利 子 補 給 額 
 

農 業 災 害 復 旧 資 金 利 子 補 給 金 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ３ ２ 年 度 ま で 
 

新 規 貸 付 に 係 る 利 子 補 給 額 
 

産 業 振 興 奨 励 金 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ２ ４ 年 度 ま で 産 業 振 興 奨 励 金 交 付 決 定 額 

産 業 立 地 交 付 金 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ２ ３ 年 度 ま で 産 業 立 地 交 付 金 交 付 決 定 額 

小 売 商 業 店 舗 近 代 化 資 金 利 子 補 給 金 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ３ ２ 年 度 ま で 新 規 貸 付 に 係 る 利 子 補 給 額 

企 業 立 地 促 進 資 金 利 子 等 補 給 金 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ２ ９ 年 度 ま で 
 

新 規 貸 付 に 係 る 利 子 等 補 給 額 

 



先 端 産 業 振 興 資 金 利 子 等 補 給 金 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ２ ７ 年 度 ま で 新 規 貸 付 に 係 る 利 子 等 補 給 額 

私立幼稚園幼児教育環境整備資金利子補給金 平 成 ２ ２ 年 度 か ら 平 成 ２ ８ 年 度 ま で 
 

新 規 貸 付 に 係 る 利 子 補 給 額 

 

 

 



第 ４ 表   地 方 債 
 

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利   率 償  還  の  方  法 

災 害 援 護 資 金 借 入 金 
千円

3,500 

 

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 12,900 

ご み 処 理 施 設 整 備 事 業 74,600 

農 業 用 施 設 整 備 事 業 137,300 

防 災 無 線 整 備 事 業 33,200 

道 路 橋 り ょ う 新 設 改 良 事 業 304,300 

都 市 計 画 事 業 1,700 

街 路 事 業 709,300 

 

普通貸借又は 

 

証 券 発 行 

％ 
４.０以内 

 
（ただし、利率見 
 
直し方式で借り入 
 
れる政府資金及び 
 
地方公共団体金融 
 
機構資金について、 
 
利率の見直しを行 
 
った後においては、 
 
当該見直し後の 
 
利率） 

 

 政府資金についてはその融資条件 

 

により、銀行その他の場合にはその 

 

債権者と協定する事項による。 

 

ただし、市財政の都合により据置 

 

期間を短縮し、もしくは繰上償還又 

 

は低利に借換えすることができる。 



起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利   率 償  還  の  方  法 

公 園 緑 地 整 備 事 業 
千円

45,000 

 

公 営 住 宅 建 設 事 業 67,500 

 

消 防 施 設 整 備 事 業 6,800 

 

 

  
義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 271,600 

 

  

計 1,667,700    

 

 


